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４３ 健全で持続可能な財政基盤の確立に向けた地方税財政措置について 

（総務省、財務省） 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

（背景） 

○ 法人住民税法人税割の国税化を始めとした消費税を含む税体系の抜本的改革にお

ける地方法人課税の見直しにより、県内市町村の複数の不交付団体において、法人

市町村民税の国税化による減収が、地方消費税率の引上げ等による増収を上回り、

減収となることが判明している。 

 

○ そもそも地方税の国税化については、地方分権に逆行するものであり、本県は一

貫してその廃止を主張してきたが、減収となる自治体では、地方消費税の引上げに

より住民負担が増加するにもかかわらず、住民サービスの削減を余儀なくされるな

ど、自治体運営を阻害されることとなる。減収に対する措置として地方債の創設等

が講じられているが、問題の解決には至らない。このため、国においては、全ての

地方自治体の財政運営等に支障が生じないよう、必要な対策を講じるべきである。 

 

○ 本県においては、義務的経費である医療・介護などの扶助費が増加しており、依

然として厳しい財政状況が続いている。 

  平成２９年度地方財政計画における一般財源総額については、平成２８年度を

０．４兆円上回る額が確保されたところであるが、今後も全国的に社会保障関係経

費が増加し続ける傾向にあることを踏まえると、地方が安定的な財政運営を行うに

は、引き続き、地方一般財源総額を増額確保することが是非とも必要である。 

 

○ また、本県においては、普通交付税額に比して臨時財政対策債発行可能額の割合

が大きく、県債残高の大幅な増加の要因となっている。臨時財政対策債の残高及び

償還額の累増は、地方財政全体の持続可能性の観点からも大きな課題となっている。 

財源不足額の補塡は、地方交付税法第６条の３第２項の趣旨によれば、本来、地

方交付税の法定率の引上げによらなければならないことから、臨時財政対策債を廃

止するため、国税の法定率の引上げ等により地方交付税の原資を拡充することが不

可欠である。 

 

 

【内容】 

(1) 地方法人課税の見直しについて、全ての地方自治体の財政運営等に

悪影響が生じないよう、適切な財政措置を講じること。 
 

(2) 地方の安定的な財政運営に必要となる地方一般財源総額を増額確保

するとともに、臨時財政対策債を速やかに廃止するため、国税の法定

率の引上げ等による地方交付税総額の増額を図ること。 
 

(3) ふるさと納税に係る返礼品の問題について、返礼品の割合を寄附額

の１割までと法律で規制するなど、根本的な解決を図ること。 
 
 

＜地方行財政・地方分権改革＞ 



90 

10,259

20,870
22,905

25,263
26,918

28,132 29,193
30,677 31,379 31,858 31,606 31,374 31,089 30,757 30,232 29,372 28,451 27,735 26,877 26,335 25,836 25,282 24,636

315 1,605

3,982
3,910

4,069
3,966

3,851
3,739 4,024 4,096

3,963

762

1,116

1,424

1,499
1,607

1,945

2,483

3,890
5,010 5,826 6,693 7,138

7,888

9,333
13,011

15,802
18,730 21,422 23,106 23,420 23,979 24,823

1,231
105 138 37 197 319 474 588 675 750 820

1,662
2,180

3,443 3,423
3,939 4,493 4,782

5,301
5,906 6,416 6,876 6,534

10,259

21,632

24,021

26,687

28,417
29,739

31,138

33,160

35,269

36,868 37,432
38,067

38,542

40,250

43,547

46,293

48,322

50,431

52,150
53,180 53,280 53,357 53,422

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

55,000

2 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29

(注) １ 平成27年度までは決算額。平成28年度は最終予算見込ベース、平成29年度は当初予算見込ベース。

２ 白抜きは、臨時財政対策債、減税補塡債、臨時税収補塡債、退職手当債、調整債、第三セクター等改革推進債、除却債の計としている。

３ 県債残高の（ ）は、減債基金の積立残高を控除した額。
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○県民一人当たりの県債残高

28年度末見込 ７１０，５１９円

29年度末見込 ７１１，３８５円

（県民7,509,636人・・・28年1月1日現在の住民基本台帳人口による）
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○ 返礼品によるふるさと納税の獲得競争が行われている今の姿は深刻な問題であ

る。返礼品を贈るということは、本来、福祉や教育などの行政サービスに充てるべ

き税がその分失われることとなる上、返礼品として地元産品を行政が買い取ること

は、形を変えた公共事業であり、競争力がある地場産業も地方自治体の買い取りに

依存し、長い目で見れば地場産業の競争力を弱めることになりかねない。 
 

○ また、平成２９年４月の総務大臣通知において、返礼品の割合を少なくとも３割

以下とする一定の制限が設けられたが、返礼品競争が継続すれば、市町村に寄附金

が集中する一方、個人住民税の税額控除のうち４割は都道府県民税から控除される

ため、都道府県から市町村にこれまで以上の規模で税収が移転されることになる。

都道府県には広域自治体として提供すべき行政サービスがあるにもかかわらず、こ

のような形で継続的に広域自治体から基礎自治体に過大な税収移転がなされると、

住民税の受益と負担の原則を大きく歪めることになる。同通知を踏まえた各自治体

の対応を注視するが、これらの問題に対しては、通知による制限だけでは不十分で

あり、例えば、返礼品の割合を寄附額の１割までと法律で規制するなど、根本的な

解決を図るべきである。 

 

（ 参 考 ） 

◇愛知県の県債残高の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇愛知県の普通交付税と臨時財政対策債の推移 

 

 

 

 

 

 

（単位：億円）

年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

普通交付税　　　　Ａ 522 525 559 643 770 769 826

臨時財政対策債　　Ｂ 3,826 2,899 3,152 2,848 2,258 901 944

　　計　　Ｃ＝Ａ＋Ｂ 4,348 3,424 3,711 3,491 3,028 1,670 1,770

臨時財政対策債の割合
　　　　　　　Ｂ／Ｃ

88.0% 84.7% 84.9% 81.6% 74.6% 53.9% 53.3%

（注） 表中の数値は当初算定ベース。


